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【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年８月９日

【四半期会計期間】 第72期第１四半期(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月

30日)

【会社名】 モリ工業株式会社

【英訳名】 MORY INDUSTRIES INC.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  森   宏 明

【本店の所在の場所】 大阪府河内長野市楠町東1615番地

(注) 上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は

下記「最寄りの連絡場所」で行っております。

【電話番号】 (0721)54-1121(代表)

【事務連絡者氏名】 専務取締役  濵 﨑 貞 信

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区西心斎橋二丁目２番３号

【電話番号】 (06)4708-1271(代表)

【事務連絡者氏名】 専務取締役  濵 﨑 貞 信

【縦覧に供する場所】 モリ工業株式会社東京支店

 (東京都中央区八丁堀二丁目21番６号)

モリ工業株式会社名古屋支店

 (愛知県刈谷市一里山町東吹戸１番地10)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　　　－ 1 －



  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表」の「連結の範

囲又は持分法適用の範囲の変更」に記載のとおりであります。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期
第１四半期 
連結累計期間

第72期 
第１四半期 
連結累計期間

第71期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 9,293 9,032 37,508

経常利益 (百万円) 497 876 2,346

四半期(当期)純利益 (百万円) 219 596 855

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 189 696 1,149

純資産額 (百万円) 24,841 26,263 25,428

総資産額 (百万円) 41,479 43,118 42,350

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額

(円) 5.19 14.39 20.47

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 59.9 60.6 60.0

２ 【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

当第１四半期連結累計期間における当社グループの主力製品であるステンレスの経営環境は以下のと

おりであります。 

・自動車用は円安の影響等もあり比較的堅調に推移いたしました。 

・建材、配管用は原材料価格の上昇に伴う当社製品価格の値戻しを前年第４四半期より継続して行い

ました。しかしながら需要は盛り上がりに欠けたため値戻しも道半ばの状況になっております。 

このような状況下におきまして、当社グループの当第１四半期連結累計期間における売上高は、90億

32百万円(前年同四半期比2.8％減)となりました。これは今回の値戻し以上に、前期の市況低迷による

製品価格の下落が大きかったことによるものです。また収益面におきましては、製品価格の値戻し、原

材料の値上がりによるたな卸資産評価損の減少、工場の固定費削減効果などにより営業利益は７億94百

万円(前年同四半期比69.2％増)、経常利益は８億76百万円(前年同四半期比76.3％増)、四半期純利益は

５億96百万円(前年同四半期比171.7％増)と大幅な増益になりました。 

これを製品部門別にみてまいりますと、 

ステンレス管部門では、自動車用は堅調に推移しましたが、建材・配管用は製品値戻しの影響もあ

り、やや振るいませんでした。その結果売上高は42億３百万円(前年同四半期比2.0％減)となりまし

た。 

ステンレス条鋼部門では、数量・売価ともに下落し、売上高は24億64百万円(前年同四半期比3.5％

減)となりました。 

ステンレス加工品部門では、家庭用金物製品の海外品の流入に円安でもまだ歯止めはかからず、売上

高は６億23百万円(前年同四半期比12.1％減)となりました。 

鋼管部門では、売価の下落はあったものの建設仮設材用など好調な分野の牽引により売上高は10億71

百万円(前年同四半期比7.4％増)となりました。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況
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その他部門では、自転車の販売は好調でしたが、パイプ切断機・通信販売用商品は低調であったた

め、売上高は６億69百万円(前年同四半期比10.1％減)となりました。 

  
(注) １. 報告セグメントが１つでありますので製品部門別に区分して記載しております。 

２. 上記金額には消費税等を含めておりません。 

  

当社グループの当第１四半期連結会計期間末の総資産は431億18百万円となり、前連結会計年度末に

比べて７億68百万円増加いたしました。総資産の増減の主なものは、現金及び預金の増加９億８百万

円、受取手形及び売掛金の減少８億73百万円、たな卸資産の増加７億31百万円、有形固定資産の増加11

億48百万円、その他の投資の減少11億23百万円（主に関係会社株式の減少）などであります。負債の部

の増減の主なものは、支払手形及び買掛金の増加５億70百万円、未払法人税等の減少２億62百万円など

であります。 

当第１四半期連結会計期間末の純資産は262億63百万円となり、前連結会計年度末に比べて８億35百

万円増加いたしました。これは、利益剰余金が３億87百万円増加したことに加え、その他の包括利益累

計額が３億１百万円増加したことなどによるものであります。また、連結範囲の変更により少数株主持

分が１億46百万円新たに発生いたしました。これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べて

0.6ポイント上昇し、60.6％となりました。 

  

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は20百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 

  

(2) 財政状態の分析

(3) 研究開発活動
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 127,662,000

計 127,662,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名

内容

普通株式 42,373,404 42,373,404 東京証券取引所市場第一部
単元株式数は1,000
株であります。

計 42,373,404 42,373,404 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成25年６月30日 ─ 42,373 ─ 7,360 ─ 7,705
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当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年３月31日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

  

平成25年６月30日現在 

 
  

平成25年６月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

(6) 【大株主の状況】

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

946,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
41,114,000

41,114 ―

単元未満株式
普通株式

313,404
― ―

発行済株式総数 42,373,404 ― ―

総株主の議決権 ― 41,114 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
モリ工業株式会社

大阪府河内長野市
楠町東1615番地

946,000 ― 946,000 2.23

計 ― 946,000 ― 946,000 2.23

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,832 3,740

受取手形及び売掛金 ※1  12,197 ※1  11,324

たな卸資産 8,147 8,878

その他 703 676

貸倒引当金 △24 △22

流動資産合計 23,857 24,597

固定資産   

有形固定資産   

土地 7,339 7,664

その他（純額） 6,249 7,071

有形固定資産合計 13,588 14,736

無形固定資産   

その他 19 19

無形固定資産合計 19 19

投資その他の資産   

その他 4,915 3,792

貸倒引当金 △31 △28

投資その他の資産合計 4,884 3,764

固定資産合計 18,493 18,520

資産合計 42,350 43,118

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※1  7,237 ※1  7,807

短期借入金 1,411 1,771

未払法人税等 455 193

引当金 371 142

その他 ※1  1,549 ※1  1,561

流動負債合計 11,024 11,476

固定負債   

長期借入金 2,511 2,162

退職給付引当金 1,847 1,745

役員退職慰労引当金 395 382

長期リース資産減損勘定 801 745

その他 340 341

固定負債合計 5,896 5,378

負債合計 16,921 16,855
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,360 7,360

資本剰余金 7,705 7,705

利益剰余金 10,210 10,597

自己株式 △243 △243

株主資本合計 25,032 25,419

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 307 350

為替換算調整勘定 89 347

その他の包括利益累計額合計 396 697

少数株主持分 － 146

純資産合計 25,428 26,263

負債純資産合計 42,350 43,118
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 9,293 9,032

売上原価 7,496 6,882

売上総利益 1,797 2,150

販売費及び一般管理費 1,327 1,355

営業利益 469 794

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 23 41

持分法による投資利益 19 43

その他 11 34

営業外収益合計 55 119

営業外費用   

支払利息 15 11

売上割引 10 10

有価証券評価損 － 7

その他 1 7

営業外費用合計 27 37

経常利益 497 876

特別損失   

固定資産除却損 2 －

投資有価証券評価損 120 －

特別損失合計 122 －

税金等調整前四半期純利益 374 876

法人税、住民税及び事業税 83 200

法人税等調整額 72 81

法人税等合計 155 281

少数株主損益調整前四半期純利益 219 594

少数株主損失（△） － △1

四半期純利益 219 596
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 219 594

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5 42

為替換算調整勘定 － 68

持分法適用会社に対する持分相当額 △24 △9

その他の包括利益合計 △30 101

四半期包括利益 189 696

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 189 690

少数株主に係る四半期包括利益 － 5
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※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。 

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高から除かれております。 
  

 
  

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。 

  

 
  

【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

（連結の範囲の重要な変更）

前連結会計年度において非連結子会社であったPT. MORY INDUSTRIES INDONESIAは、重要性が増したことによ

り、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

受取手形 610百万円 591百万円

支払手形 693 720

その他（設備関係支払手形） 2 8

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 198百万円 187百万円
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前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

報告セグメントが１つのため記載を省略しております。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

報告セグメントが１つのため記載を省略しております。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

報告セグメントが１つのため記載を省略しております。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

報告セグメントが１つのため記載を省略しております。 

  

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日 
定時株主総会

普通株式 211 5.00 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日 
定時株主総会

普通株式 207 5.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

(セグメント情報等)

【セグメント情報】
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 5円19銭 14円39銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額 (百万円) 219 596

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益金額 (百万円) 219 596

普通株式の期中平均株式数 (株) 42,270,036 41,426,718

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成25年８月９日

モリ工業株式会社 

取締役会  御中 

  
 

   

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモ
リ工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、モリ工業株式会社及び連結子会社の平成25
年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  坂  井  俊  介  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大  谷  智  英  ㊞

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年８月９日

【会社名】 モリ工業株式会社

【英訳名】 MORY INDUSTRIES INC.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 森  宏 明

【最高財務責任者の役職氏名】 ─

【本店の所在の場所】 大阪府河内長野市楠町東1615番地

（注）上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は

以下の場所で行っております。

大阪市中央区西心斎橋二丁目２番３号

【縦覧に供する場所】 モリ工業株式会社東京支店

 (東京都中央区八丁堀二丁目21番６号)

モリ工業株式会社名古屋支店

 (愛知県刈谷市一里山町東吹戸１番地10)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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当社代表取締役社長森 宏明は、当社の第72期第１四半期(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】

　　　－ 20 －




